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　本研究では，日本人の英語学習者である大学１年生124名に，国際的志向性（international posture）と週当たりの
英語学習時間に関する質問紙調査を実施し，その関係性を調査した。まず，国際的志向性の下位尺度を因子分析によっ
て調査したところ，「異文化間接近傾向・国際的活動への興味」「異文化友好オリエンテーション」「海外の出来事に
関する関心」「異文化回避・無関心傾向」の４因子解が得られたが，「異文化友好オリエンテーション」を除く３つの
下位尺度については Yashima（2002）とは異なり，信頼性係数も低いものであった（.50 < α < .70）。彼らの週当た
りの英語学習時間については，「授業に関わる英語学習時間」が０～１時間程度，「ネットでの英語学習時間」が１～
３時間という平均値が確認された。また，ピアソン積率相関係数により，国際的志向性と英語学習時間の相関を計算
したところ，「異文化回避・無関心傾向」と授業にかかる英語学習時間，さらにネットでの英語学習時間の相関が，
それぞれ r =.302，r =.270と弱い正の相関が確認された。また，ネットでの英語学習時間については，第２因子となっ
た「異文化友好オリエンテーション」（r = -.295），第３因子の「海外の出来事に関する関心」（r = -.335）とは弱い負
の相関が確認された。参加者の国際的志向性の高さが，授業外での英語学習時間の長さに影響していないことが明ら
かになった。

In this study, a questionnaire survey was conducted with 124 Japanese first-year university students to examine the 
relationship between international posture and weekly hours of studying English (hereafter ‘weekly English study’). 
First, the students’ responses to international posture was analyzed with factor analysis and a four-factor solution 
was extracted: intergroup approach tendency and interest in international activities, intercultural friendship orientation, interest 
in foreign affairs, and intergroup avoidance and uninterest in other cultures. The configuration of the third factor, intercultur-
al friendship orientation, was the same as in Yashima’s 2002 study, but the other three factors differed from the origi-
nal sub-constructs and exhibited low reliability (.50 < α < .70). The participants’ weekly English study was 0 to 1 
hour on average regarding their English classes, whereas their weekly English study through the Internet was 1 to 
3 hours on average. Next, an analysis of Pearson product moment correlations showed weak positive correlations 
between intergroup avoidance and uninterest in other cultures and weekly English study (r = .302) and intergroup avoidance 
and uninterest in other cultures and weekly English study through the Internet (r = .270). Moreover, weak negative 
correlations were found between intercultural friendship orientation  (r = -.295) and weekly English study through the 
Internet as well as interest in foreign affairs (r = -.335) and weekly English study through the Internet. It appeared that 
the participants’ degree of international posture did not affect the length of their English study outside of the class-
room.
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１．はじめに

　教室内における第二言語習得（Instructed SLA）の
研究が開始され，60年の月日が流れた。中心となる指導
法はCLT（Communicative Language Teaching）であり，

現在，教室環境における外国語学習の目標の多くは，学
習言語をコミュニケーション手段と捉え，日常的な場面
で使用することである。L2 WTC はSecond Language

（L2）コミュニケーションの実現に大きく関わることが
明らかになっている（MacIntyre, Clément, Dörnyei, & 
Noels, 1998）。教師は，授業内で学習者に学習言語によ
るコミュニケーションをする機会を自ら探すよう，さら
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に実際のコミュニケーションのための言語使用を促す必
要があるとしている（Cao & Philip, 2006）。
　日本においても，2017年に小学校学習指導要領，中学
校学習指導要領，さらに2018年に高等学校学習指導要領
が新たに告示され，外国語教育の指針が示されている（文
部科学省, 2017a, 2017b, 2018）。全ての校種の学習指導
要領における外国語科の目標に貫かれているのは，「コ
ミュニケーションを図る資質・能力を育成する」ことで
ある。以下に，小学校，中学校，高等学校の順で外国語
教育の目標を引用する。

　 外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え
方を働かせ，外国語による聞くこと，読むこと，話す
こと，書くことの言語活動を通して，コミュニケーショ
ンを図る基礎となる資質・能力を次のとおり育成する
ことを目指す。（p. 137）

　 外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え
方を働かせ，外国語による聞くこと，読むこと，話す
こと，書くことの言語活動を通して，簡単な情報や考
えなどを理解したり表現したり伝え合ったりするコミュ
ニケーションを図る資質・能力を次のとおり育成する
ことを目指す。（p. 129）

　 外国語によるコミュニケーションにおける見方・考え
方を働かせ，外国語による聞くこと，読むこと，話す
こと，書くことの言語活動及びこれらを結び付けた統
合的な言語活動を通して，情報や考えなどを的確に理
解したり適切に表現したり伝え合ったりするコミュニ
ケーションを図る資質・能力を次のとおり育成するこ
とを目指す。（p. 216）

小学校での外国語活動を英語教育の開始時期と捉えるな
らば，小学３年生からの４年間，中学校での３年間，さ
らに高等学校で３年間の英語教育を経験しているのが大
学生となる。本研究では，大学１年生を対象に，L2 
WTC の 中 核 と な る 国 際 的 志 向 性（international 
posture）の程度を調査し，学習言語である英語（L2）
でコミュニケーションをとろうとする態度（Willingness 
to Communicate, WTC）の育成に繋がっているかを確
認する。さらに，各学習者が日々の生活の中で英語を学
習する時間を調査し，国際的志向性と英語学習時間との
関係性を質問紙調査から確認するものである。

2.  先行研究

　本節では，L2 WTC, 教室内におけるL2 WTC，国際
的志向性，の順に先行研究を整理する。

2.1.  L2 WTCが英語教育に果たす役割
　WTC研究の始まりは母語（L1）から始まる。コミュ
ニケーション論の分野で「コミュニケーションに対する
生得的な性向」（McCroskey & Richmond, 1990, p. 21）
と定義された。WTCはコミュニケーション場面や話し
手によって変化することは少なく，比較的安定した情意

概 念 で あ る と 考 え ら れ（McCroskey & Richmond, 
1990），McCroskey and Richmond（1991）は性格傾向
と近しい概念であると述べている。MacIntyre（1994）
は他の性格傾向を示す情意概念との関係性を調べ，
WTCモデルを構築した。その際，コミュニケーション
に関する不安感とコミュニケーションに関する自己認知
が モ デ ル の 要 で あ る こ と を 発 見 し た。そ の 後，
MacIntyre and Charos（1996）がL2教室環境に関わる
情意概念として導入し，多くの研究者が教室環境での
L2 WTCモデルの構築に取り組んでいる（MacIntyre et 
al., 2002; Yashima, 2002; Cao & Philip, 2006; Shao & 
Gao, 2016）。
　最も有名な L2 WTC モデルが MacIntyre, Clément, 
Dörnyei, and Noelsによるピラミッド・モデル（1998）
である。このモデルは，学習者のL2使用をピラミッド
の最上層に据え，その前段としてWTCを位置付けている。
つまり，学習者がL2を使用したコミュニケーション行
為に至る直前に機能する情意概念であるといえる

（MacIntyre & Doucette, 2010）。その下に位置付けられ
た４層には，10の要素がひしめき合い，L2 WTCの高ま
りや減少に影響を与えることになる。L2学習環境では，
L1と異なり多くの不確定要素や複雑さが存在すること
から，L2 WTCという概念は定性的かつ変動的であると
いう２面性を持ち合わせている（Peng & Woodrow, 
2010）。第３層には，特定の相手とコミュニケーション
をする意思，その場でのコミュニケーションの自信とい
う，場面に即した一時的な構成素が並ぶ。第４層には対
人接触動機，対グループの接触動機，さらに自信という
動機づけに関わる項目が並ぶ。さらに第５層では比較的
定性的である，対グループへの態度，その場の社会的状
況の認知，コミュニカティブ・コンピテンスが並び，最
下層にはグループ間の関係，性格という定性的な変数が
位置する（各概念の日本語訳については八島（2004）を
引用）。 
　このように，複雑に，有機的に，複数の情意概念が影
響し合うことによって構築されたL2 WTCが，学習者
が置かれる言語習得環境に応じて，学習者のコミュニケー
ション行為に影響を与えていることが予測できる。次節
では，国際的志向性について説明する。

2.2.　国際的志向性とは
　次に，日本でのL2 WTC研究に注目してみると，学
習者のL2 WTCモデルにどのような特徴が見えてくる
のだろうか。Yashima （2002）は日本人学習者である大
学１年生を対象に，WTCモデルの構築を試み，その際，

「国際的志向性」という情意概念をモデル内に取り入れ
ることで，その独自性を明らかにした。国際的志向性の
定義をここで確認してみる。八島（2004）は「日本にお
いて『英語』が象徴する『漠然とした国際性』つまり国
際的な仕事への興味，日本以外の世界との関わりを持と
うとする態度，異文化や外国人への態度などを包括的に
捉えようとした概念」（p. 84）と説明する。EFL環境下
で英語に触れる日本人にとって，英語は特定のグループ，
社会集団との繋がりを意味するものではなく，むしろ日
本人以外との関係構築のために必須のコミュニケーショ
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ン・ツールであるという位置づけになる。Yashima（2002）
の研究では，国際的志向性からWTCへの直接効果，さ
らに，国際的志向性からL2の学習動機，L2でのコミュ
ニケーションに対する自信，WTCへの間接効果が確認
された。日本人の高校生を対象に実施した同様の調査で
も，上述の直接および間接効果が確認されている

（Yashima, Zenuk-Nishide & Shimizu, 2004）。日本人の
WTCモデルを考える場合，国際的志向性が他の情意概
念に及ぼす影響力の大きさを考慮する必要がある。
　Yashima（2002）では，国際的志向性は「異文化間接
近 ― 回 避 傾 向（Intergroup Approach-Avoidance 
Tendency）」「国際的職業・活動への関心（Interest in 
International Vocation/ Activities）」「海外での出来事
や国際問題への関心（Interest in Foreign Affairs）」「異
文化友好オリエンテーション（Intercultural Friendship 
Orientation）」の４つの下位尺度に分かれている（資料１）。
特定の国や地域が明記されることはなく，海外，国際，
異文化という言葉が並ぶ。また,　これらの下位尺度の
構成について，やや流動的であることは，複数の研究者
が指摘しているところである（Elwood, 2011; Yashima 
& Zenuk-Nishide, 2008; Yashima, Zenuk-Nishide, & 
Shimizu, 2004）。

2.3.　教室内におけるL2 WTC　　　
　これまで，コミュニケーション行為に影響するWTC
と複数の情意概念との関係性については，質問紙調査を
主 な 調 査 方 法 と し て，研 究 が 進 め ら れ て き た。
MacIntyre and Charos（1996）がその先駆的研究であり，
カナダのオタワ州でフランス語を学ぶ初級学習者である
大学生を参加者として，L2 WTCモデルの構築を図った。
そ の 際 に Gardner（1985）の 社 会 教 育 モ デ ル，
MacIntyre （1994） を参考にし，WTCの周辺要因として
統合性（integrativeness）, 言語不安, 等の情意要因，
L2コミュニケーション能力の認知のようなコミュニケー
ションの関連する変数, 外向性や情緒の安定性，さらに
は社会的文脈をモデルに加えて共分散構造分析を行った。
その結果，L2使用に関する自信や動機が，L2 WTC，さ
らにはL2コミュニケーション頻度の高さに繋がること
が確認された。社会的文脈とは，ここでは家や職場で使
用されるL2（フランス語）の量が多いか少ないかとし
て説明される。つまり，学習者の有するL2 WTCの程
度の高さが，頻繁なL2によるコミュニケーション行為
に繋がり，学習者の行動を操る直近の情動概念がL2 
WTCであることを裏付ける結果となったわけである。
　MacIntyre, Baker, Clement, and Conrod（2001）は，
学習者のWTCが高ければL2使用の機会が増え，実際の
L2の使い方に関する情報も増えるため，言語学習の過
程を促進することが期待されるとした。そして，近年の
語学教育の目標の一つがオーセンティック・コミュニケー
ションであることに注目し，学習者の「教室内での
WTC」（Wil l ingness  to  Communica te  in  the 
Classroom）と「教 室 外 で の WTC」（Willingness to 
Communicate Outside the Classroom）を分けて調査し，
動機志向，周囲からの支援との関係を調べた。カナダの
ノバスコシア州にある中学校でイマージョン教育を受け

る中学３年生79名を対象に調査を実施した。この研究に
より，教室での外国語教育が行われる地域において，教
室内でのWTC，そして，教室外でのWTCを区別する
研究，特に，前者に注目した研究がみられるようになっ
た。Denies, Yashima and Janssen（2015）は教室環境
で英語を勉強するベルギーの高校３年生1,402名を対象に，
教室内でのWTCと教室外でのWTCを調査，比較し，
教室内でのWTCが，教室外でのWTC の強い予測材料
として利用できることを明らかにした。
　今回の調査では，教室内で英語学習に取り組む日本人
学習者を研究対象とし，日本人のL2 WTCモデルの核
になる国際的志向性と実際の英語学習時間を調査し，そ
の関連性について分析する。

３.  研究課題

　本研究では，これまで小学校での外国語活動を含む８
年間の英語教育を経験した大学１年生を対象に，彼らの
国際的志向性の程度と週当たりの英語学習時間について
質問紙調査を実施し， 
1）国際的志向性の下位尺度の確認
2）国際的志向性と英語学習時間との相関はみられるか
の２点を研究課題として調査を行った。

４.  調査方法

4.1.  参加者
　本調査における参加者は，千葉県内のA大学教育学
部に在籍する１年生124名とする。

4.2.　調査の流れ
　本研究の調査の流れについて説明する。本調査は，A
大学教育学部で開講される１年生の英語必修科目を受講
する３クラス124名を対象に，2019年10月15日～30日の
間に実施された。調査は，この期間の英語の授業時間の
最後の15分を使用して行われた。質問紙と併せて調査同
意書が配布され，はじめに，授業者によって，研究の意
図・目的が説明された。同意しない学生は，その旨を同
意書に明記し，退室するよう指示があった。今回の調査
では，同意しないと回答した学生はおらず，受講者全員
が参加者として調査が行われた。
 
4.3.  国際的志向性に関する科目
　本質問紙において，「国際的志向性」に関する質問項
目は，26項目であり，Yashima（2002）を参考に項目が
作成された。国際的志向性は４つの下位尺度から成る。
① 異 文 化 間 接 近 ― 回 避 傾 向（Intergroup Approach-
Avoidance Tendency）が７項目，②国際的職業・活動
へ の 関 心（Interest in International Vocation/ 
Activities）が６項目，③海外での出来事や国際問題へ
の関心（Interest in Foreign Affairs）が５項目，④異文
化友好オリエンテーション（Intercultural Friendship 
Orientation）が７項目となる（資料１）。質問には６件
法を使用し，「非常によく当てはまる」「よく当てはまる」

「やや当てはまる」「やや当てはまらない」「当てはまら
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ない」「全く当てはまらない」の選択肢のうち，自分の
気持ちに最も近いものを一つ選び，〇をするというもの
である。

4.4.  英語を使用する時間に関する科目
　本質問紙において，「英語を使用する時間」に関する
質問項目は10項目である。技能別の英語使用についてた
ずねる質問構成となっている。例えば，「学期中，週に
どのくらい英語のテキストを読んだり，英語の論文を読
んだりしていますか」「週にどのくらい英語のリスニン
グに取り組んでいますか」のような項目が並ぶ。質問に
は４件法を使用し，「全く使用しない」「週に０～１時間
程度」「週に１～３時間程度」「週に３時間以上」の選択
肢のうち，自分の状況に最も近いものを一つ選び，〇を
するというものである。

4.5.  データ分析
　分析については，２点の研究課題に基づき，因子分析
を実施し（研究課題１に対応），次に相関分析を用いて
分析を行った（研究課題２に対応）。分析に際し，IBM 
SPSS®(Statistics ver. 24.0)（SPSS, Inc., 2016）を利用
した。

5.  結果と考察

　本節では，調査結果を研究課題に沿って詳述する。

5.1.  国際的志向性の下位尺度の確認
　国際的志向性について尋ねる26項目について，下位尺
度を明らかにするため，因子分析を行った。まず，主因
子法による因子分析を行った結果，7.63，2.65，1.81，1.79，
1.35…というものであり，４因子構造が妥当であると考
えられた。そこで再度４因子を仮定して最尤法・プロマッ
クス回転による因子分析を行った。その結果，累積寄与
率は45.30%であった。最終的な因子パターンと因子間
相関を次に示す。なお，因子負荷量が，35以上は太字で
示す。

表１ 　国際的志向性に関する質問紙回答の因子分析
結果（パターン行列）

　 第1因子 第２因子 第３因子 第４因子
ip 9 .794 -.174 .035 -.071
ip 5 .739 .174 -.024 -.023
ip11 .723 -.007 .091 .196
ip10 .707 -.093 .250 .255
ip 1 .501 .342 .088 -.019
ip 2 -.477 .060 .008 .453
ip13 -.465 -.047 -.060 .189
ip 7 .442 .031 .045 -.164
ip 4 .432 .172 -.083 -.156
ip 3 .430 .154 -.101 -.093
ip 8 -.352 .295 .028 .274
ip20 -.106 .824 -.277 .088
ip22 .059 .709 -.019 -.188
ip19 .158 .680 -.158 -.144
ip24 .333 .629 -.089 .019

ip26 .049 .626 .075 .395
ip25 -.012 .583 .173 -.076
ip23 .069 .479 .067 .259
ip21 -.144 .443 .240 .046
ip17 -.128 .421 .298 -.154
ip14 .142 0.030 .684 -.147
ip15 -.016 0.194 .646 -.045
ip16 .098 -0.149 .466 -.027
ip 6 -.257 0.084 .069 .690
ip12 .230 -0.227 -.250 .643
ip18 -.063 0.232 -.139 .236

　第１因子は11項目で構成されており，「日本に来てい
る留学生など外国人と（もっと）友達になりたい」など，
異文化間接近―回避傾向についての項目が７項目中６項
目，さらに「故郷にずっとすみ続けたい」など，国際的
職業・活動への関心についての６項目中５項目が高い負
荷量を示していた。そこで「異文化間接近傾向・国際的
活動への興味」と命名した。信頼性係数は α = .516 と
いう低い値であった。第２因子は９項目で構成されてお
り，「英語を勉強する理由として，英語がより多くの多
様な人々と会って話ができるから」など，異文化友好オ
リエンテーションについての全８項目と「外国に関する
ニュースを授業中で使用するのは，面白くて，効果的な
教材になる」と海外での出来事や国際問題への関心に関
する１項目が高い負荷量を示した。そこで「異文化友好
オリエンテーション」と命名した（α = .833）。第３因
子は３項目で構成されており，「外国に関するニュース
をよく見たり，読んだりする」など，海外での出来事や
国際問題への関心に関する３項目が高い負荷量を示した。
そこで「海外の出来事に関する関心」と命名した（α = 
.686）。第４因子は２項目で構成されており，「もし，隣
に外国人が越して来たら困ると思う」「海外の出来事は
私の日常生活にあまり関係ないと思う」の負荷量が高かっ
た。そこで「異文化回避・無関心傾向」と命名した 

（α = .663）。
　国際的志向性の下位尺度として抽出された４因子の相
関関係は表２に示したとおりである。上記の結果から，
参加者である大学生は，上述の質問項目で国際的志向性
を４領域として捉えていると判断した。ただし，信頼性
係数は第２因子である「異文化友好オリエンテーション」
の α = .833 以外は低い値となった。この因子のみ 
Yashima（2002）で抽出された下位尺度であり，それ以
外の３因子は，類似してはいるものの，同一の下位尺度
ではなかった。そのため，安定性に乏しい因子であった
と言える。

表２　国際的志向性に関する４因子間相関
因子 1 2 3 4

1 1.000 .422 .352 -.299
2 　 1.000 .275 -.391
3 　 　 1.000 -.121
4 　 　 　 1.000

　国際的志向性の下位尺度は，比較的流動的であること
が 分 か っ て い る（Elwood, 2011; Yashima & Zenuk-
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Nishide, 2008; Yashima, Zenuk-Nishide, & Shimizu, 
2004）。今回，Yashima（2002）とは異なる４つの下位
尺度が抽出されている。ただし，尺度の信頼性が低いこ
とから，今回の調査における読み取りには注意が必要で
あり，参加者を増やした場合，データの収集地を複数に
した場合など，異なる結果が出る可能性がある。

5.2.  国際的志向性と英語学習時間との相関はみられるか
　英語学習時間について尋ねる10項目について，下位尺
度を明らかにするため，因子分析を行った。まず，主因
子法による因子分析を行った結果，2.94，1.76，1.21，1.02
…というものであり，２因子構造が妥当であると考えら
れた。そこで再度２因子を仮定して最尤法・プロマック
ス回転による因子分析を行った。その結果，累積寄与率
は36.32%であった。最終的な因子パターンと因子間相
関を次に示す。なお，因子負荷量が，35以上は太字で
示す。

表３ 　英語学習時間に関する質問紙回答の因子分析
結果（パターン行列）

　 第1因子 第２因子
Studying Hours 1 .758 -.141
Studying Hours 2 .727 -.025
Studying Hours 6 .635 .039
Studying Hours 3 .501 -.090
Studying Hours 5 .383 .141
Studying Hours 9 -.027 .812
Studying Hours 8 -.056 .744
Studying Hours 10 .342 .458
Studying Hours 7 -.108 .281
Studying Hours 4 .137 .166

　第１因子は５項目で構成されており，「学期中，大学
で英語科目を履修すると，週にどの程度英語を使ってい
ますか」など，授業に関連してどの程度英語を使用して
いるかを尋ねる項目が高い負荷量を示していた。そこで

「授業にかかる英語学習時間」と命名した。平均値は４
点満点中 M = 2.77 であり，信頼性係数は α = .727 で
あった。
　第２因子は３項目で構成されており，「学期中，週に
どのくらい英語で LINE や Twitter などの SNS を利用
しますか」など，SNS 等のインターネット上で，英語
で使用する時間を尋ねる項目が高い負荷量を示した。そ
こで「ネットでの英語学習時間」と命名した（M = 3.27

（４点満点中）, α = .713）。授業外でのTwitter, YouTube
などを利用した英語学習時間が授業と関連する英語学習
時間よりも長くなることが確認された。
　次に，英語学習時間の下位尺度である上記２因子「授

業に関わる英語学習時間」「ネットでの英語学習時間」
と先の国際的志向性の４下位尺度「異文化間接近傾向・
国際的活動への興味」「異文化友好オリエンテーション」

「海外の出来事に関する関心」「異文化回避・無関心傾向」
のピアソン積率相関係数を計算した（表４）。
　国際的志向性の下位尺度のうち，第４因子となった「異
文化回避・無関心傾向」を授業にかかる英語学習時間，
さらにネットでの英語学習時間の相関が，それぞれ  
r = .302，r = .270と弱い正の相関が確認された。参加者
は，授業，そしてネットでの英語学習時間が長いほど，
異文化を回避したり，海外の出来事に対して無関心にな
る傾向が示唆された。また，ネットでの英語学習時間に
ついては，第２因子となった「異文化友好オリエンテー
ション」（r = -.295），第３因子の「海外の出来事に関す
る関心」（r = -.335）とは弱い負の相関が確認された。
異文化に対して友好的であったり，海外の出来事に関す
る関心が高いほど，ネットを使用した英語学習の時間が
短くなる傾向が示唆されたことになる。
　まとめると，参加者である大学生の英語学習時間と国
際的志向性は，いずれの下位尺度とも高い相関は確認さ
れず，第4因子を除いては，弱いながらも負の相関を示
すことになった。その理由としては，次の点が考えられ
る。まず，質問紙調査を実施したのが，後期の履修登録
期間中であり，まだ本格的な授業の開始時期ではないと
考える参加者がいた可能性がある。そのため，授業にか
かる英語学習時間はとくにその数値の増加が見られな
かったのかもしれない。今回の参加者は，専門が英語教
育以外であり，通常の授業では，英語学習の必要性を感
じにくい学生が多かった。そのため，国際的志向性と英
語学習時間の間に相関が出にくかった可能性がある。今
後，このような点に配慮したデータ収集が望まれる。

６.  結論

　今回，２つの研究課題を立て，日本人の大学１年生
124名を対象に，彼らの国際的志向性の程度と週当たり
の英語学習時間について質問紙調査を行った。まず，因
子分析を用いて，国際的志向性の下位尺度を確認した。
その結果，26の質問項目で４因子解を得た。４因子とは，

「異文化間接近傾向・国際的活動への興味」「異文化友好
オリエンテーション」「海外の出来事に関する関心」「異
文化回避・無関心傾向」である。「異文化友好オリエン
テーション」を除く３因子は，質問紙作成の際に参考に
したYashima（2002）の国際的志向性の下位尺度とは異
なるものであり，各下位尺度の信頼性係数も.50 < α < 
.70 と低い値に留まった。今後，参加者数を増やすこと，
複数の学校でのデータ収集を実現することで，下位尺度

異文化間接近傾向・ 
国際的活動への興味

異文化友好オリエン 
テーション

海外の出来事に関する
関心

異文化回避・無関心
傾向

授業にかかる英語学習時間 -.183* -.007** -.098** .302**
ネットでの英語学習時間 -.221* -.295** -.335** .270**
(注１)**: 相関係数は1％水準で有意（両側）であることを示す。
(注２)* : 相関係数は5％水準で有意（両側）であることを示す。

大学生のL2 WTCと英語学習時間の相関

 　表４　国際的志向性と英語学習時間の相関
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に変更があるか否かを確かめる必要があるが，国際的志
向性の下位尺度は比較的流動的であることは，多くの研
究者が既に指摘しており，想定の範囲内の結果であると
もいえる。
　次に，大学1年生の週当たりの英語学習時間について
10の質問項目で尋ねた。因子分析の結果，「授業に関わ
る英語学習時間」（M = 2.77）「ネットでの英語学習時間」

（M = 3.28）の２因子解を得た。授業外での Twitter, 
YouTubeなどを利用した英語学習時間が授業と関連す
る英語学習時間よりも長くなることが確認された。
　さらに，英語学習時間の下位尺度である上記２因子「授
業に関わる英語学習時間」「ネットでの英語学習時間」
と先の国際的志向性の４下位尺度「異文化間接近傾向・
国際的活動への興味」「異文化友好オリエンテーション」

「海外の出来事に関する関心」「異文化回避・無関心傾向」
のピアソン積率相関係数を計算したところ，「授業に関
わる英語学習時間」と「異文化回避・無関心傾向」，「ネッ
トでの英語学習時間」と「異文化友好オリエンテーショ
ン」「海外の出来事に関する関心」「異文化回避・無関心
傾向」の間にそれぞれ弱い負の相関が確認された。学生
にとって，国際的志向性と授業内外での英語学習が必ず
しも直結していない様子が垣間見られた。
　今回は，参加者が１校から抽出されており，データに
偏りがある可能性があること，また，質問紙調査の実施
時期が授業と連動した英語の学習時間を尋ねるのに適切
でなかったこと，さらに，参加者の専門性が英語の必要
性を感じにくい者が多く，参加者層に偏りがあることが
問題とされた。研究計画に更なる改善の余地がある。
　この点を考慮しつつ，日本人大学生の英語学習者の国
際的志向性と英語学習時間の相関を確認できたことは，
大きな意味があると考える。また，教室環境での英語教
育に対する教育的示唆を用意するための基礎データとし
て，今回の調査を実施したことは意義深い。この結果を
もとに，今後の教育の在り方を考えていきたい。
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